
LS研究委員会
研究分科会
研究分科会は「人材育成・人脈形成」「研究成果の実務への適用」「会員企業の課題・問題解決」を
目的にGive & Takeの精神で1年間共同研究する場です。1年の成果は会員企業のICT活用にご利用
いただく他、対外発表するなど積極的に活動しています。
2014年度の分科会メンバー募集を以下のテーマで行います。多数のお申し込みをお待ちしています。

2014年度活動 ＜4月から翌年3月まで1年間、原則月1回実施＞

分野 No. テーマ名

Ｉ
Ｃ
Ｔ
戦
略
／
人
材
育
成

1 業務改革を組織に定着させるPDCAサイクルの確立

2 ビジネスイノベーションに向けた情報システム部門のあり方

3
情報システム部門のSIビジネスの
役割変化・付加価値提供のあり方

4 クラウド時代のICTガバナンスのあり方

5 グローバル時代に対応したICT系人材の育成

6 グローバル経営を支える経営情報基盤の構築

技
術
／
技
法

7 DevOps※ 視点の情報システム部門のあり方
※DevOps：開発（Development）と運用（Operations）の造語

8 超高速開発のためのルールベース開発技術の研究

9 スマートデバイスのUX※ 向上のための設計手法
※UX：User Experience

10 スマートデバイスのテスト手法

11 アジャイル開発における実践的テスト手法の研究

12 ツール活用したテスト効率化の研究

13 ユーザー企業が実施する受入テストの効率的手法の研究

No. テーマ名

1 クラウド時代の情報システム部門におけるサービス化に向けた人材育成

2
新たな領域でのデータ利活用　
～位置データや拡張現実（AR）を利活用した新たな領域への適用～

分野 No. テーマ名

技
術
／
技
法

14
ビッグデータ自動解析技術の研究
～クレンジング・キュレーション技術～

15
モダナイゼーションを起点とした
データマネジメントの進め方の研究

16 CCPM※ を利用したプロジェクトマネジメント手法の研究
※CCPM：Critical Chain Project Management

17 オープンクラウド適用に向けた推進方法の確立

18 SDN※ およびオープンなネットワーク技術の活用
※SDN：Software Defined Networking

管
理
／
運
用

19
運用保守業務にて蓄積される情報を用いた
継続的改善の実施手法の研究

20
人的ミスに起因するトラブルのプロジェクトへの影響と
撲滅に向けた対策の研究

21 システムライフサイクルマネジメントのあり方

22 自動化ツールを活用した運用品質の向上

23 巧妙化し続けるサイバー攻撃への対策の研究
新
分
野

24 オープンデータ活用による新ビジネス創出への貢献

25 企業におけるコミュニケーション基盤の研究
（上記のテーマ名は変更される可能性があります。正式なご案内をご覧ください。）

過去の研究成果は▶ http://jp.fujitsu.com/family/lsken/activity/work-group/  　「過去の活動内容」をクリックしてください。

過去の研究成果は▶ http://jp.fujitsu.com/family/lsken/activity/s-work-group/  　「過去の活動内容」をクリックしてください。

短期分科会
短期分科会は情報共有や意見交換に重点を置いた調査・検討活動を6カ月という短期間で行います。
1年間の研究分科会と同様に富士通グループよりコーディネーターが参加し、活動をサポートします。

2013年度活動 ＜7月から翌年1月まで半年間、活動中＞
活動中

参加者
募集中
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　ジョイントフォーラムやミニジョイントフォーラムは、会員と富士通グループが会員の抱いている夢の実現に向けて討議する
場です。次世代ICTの方向性に関わるキーワードテクノロジーやビジネス戦略についてLS研会員の方々と富士通グループの
SEおよび製品・サービス開発部門の責任者が直接意見を交換します。
　クローズドセッションで富士通グループの未発表情報も含めた製品やビジネスの方向性を情報提供します。

2013年度活動報告

ジョイントフォーラム

ミニジョイントフォーラム

「イノベーションに向けたICTによる変革」
　2013年度は10月21日（月）に「イノベーションに向けたICTによる変
革」と題して、名古屋のトヨタ自動車株式会社様のミッドランドスクエア
の会場をお借りして実施しました。
　富士通からは、「イノベーションに向けたICTによる変革 ～既存シ
ステムの活用価値を高めるモダナイゼーションとイノベーションの体系
的アプローチ～」と題して、これからのICT投資の考え方、モダナイゼー
ションの狙い、ビジネスイノベーションに向けた狙い、富士通が考えるモ
ダナイゼーションとイノベーションについて、主要なアプローチの実践パ
ターン事例を交えてご紹介しました。
　その後の意見交換では、イノベーションと既存システムの課題や既
存システムの刷新における取り組み状況について、討議されました。その中での3つの事例紹介
がありました。1つ目は、東京海上日動システムズ様の「東京海上日動の抜本改革」について、
2つ目は、山崎製パン様の「基幹システム再構築の情報システム部門としてのねらい」について、
3つ目は、弊社社内事例として「富士通の社内ICTの現状と、情報システム再編（見える化、スリ
ム化）One Fujitsuへの取り組み」について、事例が紹介され、各参加者におけるイノベーション
に向けて様々な観点で活発に議論されました。

2013年度 第1回
「ビジネス変革を支える情報利活用ソフトウェア」

　2013年度は8月28日（水）に「ビジネス変革を支える情報利活用ソフトウェア」と題して実施しま
した。
　富士通からは、この前日にプレリリースした｢FUJITSU Mobile Initiative｣をご紹介、また、

「Interstage AR Processing Serverを活用した沼津工場での点検業務事例」や各業種・
業態での事例をご紹介し、ご参加いただいた会員の皆様から課題や実現イメージについて活発
に意見交換・討議いたしました。
　討議の中で出てきた課題を「人」「組織・環境」「技術」の3つに分類して解決に向けたアクション
を参加者同士で話し合いました。
　業種・業務の異なる様々な意見を聞くことができました。今後の富士通製品やソリューション
開発へフィードバックさせていただきます。

※ FUJITSU Mobile Initiative：お客様や社会のモバイル活用によるイノベーションをサポートするモバイル製品・サービス
群を体系化したもの。

　http://jp.fujitsu.com/solutions/mobileinitiative/

■会員のコメント

●非常に参考になる事例であり、規模に関わ
らず企画の参考とすべき事例であった。

●各社の事例紹介を含め、ディスカッション
を通じて、向かうべき方向性について感
じ取ることができた。

●他社のIT化、富士通社のICT化等の情報を
共有化させていただき、大変参考になり
ました。

●率直な情報交換・意見交換ができ、大変
参考になりました。

●良い雰囲気の中、活発な意見交換ができ
る場だと思います。

●①東京海上さん（ビジネスの巻き込み）、
②山崎製パンさん（IT主体の提案）の事例
が参考になった。

●富士通さんのCIT部門の事例は、具体的
で参考になる内容も多かった。

■会員のコメント
●ただのセミナー形式のような一方的な情

報提供だけでなく、当日の参加者同士で
の意見交換やディスカッションが活発で
有意義だった。

●幅広いテーマではあったが、他社での取
り組みや事例等非常に参考になった。

●業種・業態の違う企業の意見を聞くことが
できて新鮮だった。そういったところから
新たな情報利活用のヒントをイメージす
る等の可能性を感じた。

経営者・部門長向けイベント　年1回実施

現場業務に携わるマネージャークラス向けイベント　年2回実施

ミッドランドスクエア
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　LS研ICT白書は、LS研究委員会の会員企業におけるICTの活用の現状と今後を
把握することを目的に調査した報告書です。
　Give&Takeの精神に則り、調査にご協力いただいた会員の方のみに配布をしてお
ります。2013年度も多くの会員の方々にご回答いただきまして誠にありがとうござい
ました。

情報化調査

LS研
ICT白書

LS研会員企業における
ICT活用の現状と今後

今年度のICT白書では、従来の調査テーマに加え、モバイル機器の導入状況と次世代コミュニケーション基盤という
テーマを新規に設定致しました。

情報システム部門の役割の変化

情報システム部門の役割と機能

情報システム部門の役割については、変化して
いる、あるいは変化が求められるという割合が、
92.5％と大半を占める（図表1）。

また、昨年と比較して変化の認識は全体として
増えているが割合として「大きく変化している」との
回答が増加しており、情報システム部門の役割変
化の流れがさらに大きくなっていると捉えられる。

情報システム部門の役割として最も重要視され
ているのは、「8.稼動システムの安定的な運用（災
害対策含む）」、次いで「2.ICT投資コスト最適化（説
明責任）の実現」、「3.経営からの要請へのICT面
での迅速な対応」、「4.コンプライアンス徹底のた
めのICT支援」であり、2011年度から同様の傾向
である。

また、重要度と達成度の差分の傾向も同様で、
「6.システム利用者の支援、使いやすいシステムへ
の対応」や「9.外部ベンダの適切なマネジメント（コ
スト、品質など）」など従来から情報システム部門
に求められている役割・機能に対する達成度は高
い。一方で、「1.経営層への情報システム視点か
らの提言」や「2.ICT投資コスト最適化（説明責任）
の実現」などの新しい役割・機能についてはシステ
ム部門として対応しきれていないことが伺える。

図表1　情報システム部門の役割変化に対する認識
昨年度との比較（有効回答：120会員）

図表2　情報システム部門の役割と機能に対する重要度と達成の認識
（有効回答：109会員）

変化はなく、今後もほとんど変わらない 変化はないが、今後変化が求められる

少し変化している

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大きく変化している

7.5％

10.4%

25.0％

32.0%

30.8％

31.2%

36.7％

26.4％

13年度（n=120）

12年度（n=125）

1. 経営層への
情報システム視点からの提言
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2. ICT投資コスト最適化
（説明責任）の実現

3. 経営からの要請への
ICT面での迅速な対応

4. コンプライアンス徹底
のためのICT支援
（セキュリティなど）

5. 業務効率化、業務変化への
迅速なシステム対応

6. システム利用者の支援、
使いやすいシステムへの対応

7. システム開発プロジェクトの
品質、コスト、納期遵守

8. 稼動システムの安定的な
運用（災害対策含む）

9. 外部ベンダの適切な
マネジメント
（コスト、品質など）

10. 先進ICT技術の理解と選定・
適用の指針策定

重要度 達成度
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LS研究委員会

モバイル機器の導入状況

コミュニケーション基盤（電子メール、社内SNS等）の導入・利用状況

次世代コミュニケーション基盤の新たな期待効果

会員企業の55.2%がモバイル機器を「導
入済みである」。「1年以内に導入する計画が
ある」、「1～ 2年以内に導入する予定である」、

「未検討である、もしくは、検討を始める予
定である」まで含めると、9割の企業がモバイ
ル端末を導入することになる。導入済みの企
業が昨年と比較して15％増加しており、この
1年間でモバイル機器の導入が急速に進んだ
ことがわかる。

「a.電子メールシステム」「b.電子掲示板シ
ステム」「f.スケジュール管理システム」「d.遠
隔会議システム」「h.ファイル共有管理」など、
電子メールと従来型のグループウェアの導入
は多くの企業で既に完了している。「j.社内
SNS」や「g.インスタントメッセンジャー」な
どのよりカジュアルなコミュニケーションツー
ル、「i.人材検索システム（Know Who）」など
の人材ナレッジの共有はまだ計画段階として
いる会員企業が2～ 3割程度にのぼる。

次世代コミュニケーション基盤の期待効果
としては、「a.業務効率改善」が8割弱で最も
多く、次いで「b.業務ノウハウ・知識の交換」
の順になっている。また、「e.遠隔地間での
共同作業支援」も6割にのぼりグローバルな
業務展開におけるコミュニケーション基盤と
して役割を果たすことが期待されている。

図表3　モバイル機器の導入状況（有効回答：116会員）

図表4　コミュニケーション基盤
（有効回答（運用中）：116会員、（計画中）62会員）

図表5　次世代コミュニケーション基盤の新たな期待効果（有効回答：100会員）

導入済みである

今のところ導入する予定はない その他
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55.2％

40.2％

8.6％

13.1%

14.7％ 12.1％

15.6%

6.9％
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4.3％13年度（n=116）
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27.4%27.4%

38.7%38.7%

16.1%16.1%

16.1%16.1%

100.0%100.0%

86.2%86.2%

85.3%85.3%

84.5%84.5%

82.8%82.8%

71.6%71.6%

22.4%22.4%

19.0%19.0%

15.5%15.5%

6.9%6.9%

2.6%2.6%

0.0%0.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

a.電子メールシステム

b.電子掲示板システム

f.スケジュール管理システム

d.遠隔会議システム

h.ファイル共有管理

c.メーリングリスト

e.在席管理システム

g.インスタントメッセンジャー

i.人材検索システム（Know Who）

j.社内SNS

k.特になし

l.詳細は決まっていない

計画中
運用中

78.0%78.0%

70.0%70.0%

65.0%65.0%

37.0%37.0%

34.0%34.0%

17.0%17.0%

13.0%13.0%

5.0%5.0%

0.0%0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

a.業務効率改善

b.業務ノウハウ・知識の交換

e.遠隔地間での共同作業支援

c.顧客対応の改善

f.営業と開発者など、
バリューチェーン上での情報共有
d.情報やデータが用いられた背景

（コンテキスト）の共有
g.異なるバックグラウンドを持つ人材の
出会う機会の増加によるアイデア創出

h.団体の外の知識・アイデア源の組織化

i.その他
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